
5-1

規 則（様式）

※様式第 5号は削除。
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様式第１号（第２条、第１９条及び第２０条関係）

屋外広告物許可申請書
年 月 日

宮崎市長 殿 （〒 － ）

申請者 住所

氏名
ふりがな

電話

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

広告物等の表示又は設置の許可を受けたいので、宮崎市屋外広告物条例の規定により、関係

書類を添えて、次のとおり申請します。

広告物等の概要

区分 種 類 個 数 表示面積の合計（㎡）

□自家用

□その他

□野立広告 □屋上広告

□壁面広告 □突出広告

□その他（ ）

表示（設置）場所 宮崎市

地域区分

□第１種禁止地域 □第２種禁止地域 □第３種禁止地域

□第１種規制地域 □第２種規制地域 □第３種規制地域

□信号機２０ｍ以内 □大淀川地区 □宮崎駅東通り地区

表示（設置）期間
年 月 日から

年 月 日まで
他の関連手続

□道路占用 □工作物確認 □景観条例

□その他（ ）

表示（設置）

依頼者

住所：（〒 － ）

氏名： 電話：

管 理 者

住所：（〒 － ）

氏名： 電話：

資格：□屋外広告物法に規定する登録機関が行う試験に合格した者 □一級建築士 □二級建築士

表示（設置）

屋外広告業者

住所：（〒 － ）

氏名： 電話：

宮崎県屋外広告業登録番号：第 号 宮崎市屋外広告業届出番号：第 号

工事期間 年 月 日から 年 月 日まで

注意事項

１ 申請者は表示者又は設置者であり，実際に広告物等を表示又は

設置する行為者ではありません。また，申請者は，許可を受けよ

うとする広告物等の法上の責任者及び義務者となるものです。

２ 右欄の添付書類を添付してください。

３ ※欄には記入しないでください。

４ 表示（設置）屋外広告業者及び工事期間の欄は、更新申請の場

合は記入不要です。

５ 管理者欄を記入された場合は、屋外広告物管理者届の提出は不

要です。なお、堅固な広告物等に該当する場合は、資格を有する

方が管理者となる必要があります。

（添付書類）

１ 広告物等を表示し、又は設置する場所及びその付近の見取図

２ 広告物の形状、寸法、意匠及び色彩に関する仕様書及び図面

３ 建築物を利用する広告は、当該建築物の高さ及び壁面の面積並び

に当該建築物と広告物との位置関係を示したもの

４ 表示場所又は設置場所が自己の所有又は管理に属さない場合は、

当該表示場所又は設置場所の所有者又は管理者の承諾があったこ

とを証する書類

※前回の期限 年 月 日 ※許可年月日 年 月 日 ※許可番号 第 号

※調定番号 ※手数料 1年・２年・３年 円

（第一面） 新規 更新 変更
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注意事項

１ 「No.」の欄は、図面と共通の番号を記入してください。

２ 「広告物等の種類」の欄は、野立広告・屋上広告・壁面広告・突出広告・屋根面広告・懸垂幕・電柱広告・街灯柱

広告・消火栓標識柱広告・アーチ広告・つり下げ広告・横断幕・広告旗・立看板類・はり紙・はり札類・バス広告か

ら選択し、種類順に記入してください。

３ 「縦」の欄及び「横」の欄は、円形など縦×横で記入できない場合は、算定式を記入してください。

４ 「信号機」の欄は、当該広告物が信号機柱から 20ｍ以内に表示される場合は、○を記入してください。

５ 「建物区分」の欄及び「設置面区分」の欄は、広告物等が壁面広告物である場合は、その建物・設置壁面を任意の

記号等を用いて記入してください。

６ 「高さ」の欄は、野立広告である場合は地上からその最上端までの距離を、屋上広告である場合は設置した屋上面

からその最上端までの距離を、突出広告である場合は地上から広告物の下端までの距離を記入してください。

７ 「手数料」の欄は、記入しないでください。

（第二面）

広告物等の内訳

№
広告物等

の種類

表示面の面積

照明 表示内容 信号機
建物

区分

設置面

区分

高さ

(ｍ)

手数料

（円）
縦

(ｍ)

横

(ｍ)
面数

面積

（㎡）

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

合 計

備 考
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様式第２号（第３条関係）

公共広告物協議書
年 月 日

宮崎市長 殿

（〒 － ）

協議者 住所

氏名
ふりがな

電話

宮崎市屋外広告物条例の規定により、次のとおり協議します。

添付書類

１ 広告物等を表示し、又は設置する場所及びその付近の見取図

２ 広告物の形状、寸法、意匠及び色彩に関する仕様書及び図面

３ 建築物を利用する広告は、当該建築物の高さ及び壁面の面積並びに当該建築物と広告物との位置関係を示したもの

４ 表示場所又は設置場所が自己の所有又は管理に属さない場合は、当該表示場所又は設置場所の所有者又は管理者の

承諾があったことを証する書類

広告物等の概要

区分 種 類 個 数 照 明 表示面積の合計（㎡）

□自家用

□その他

□野立広告 □屋上広告

□壁面広告 □突出広告

□その他（ ）

有・無

表示内容

表示（設置）場所 宮崎市

地域区分

□第１種禁止地域 □第２種禁止地域 □第３種禁止地域

□第１種規制地域 □第２種規制地域 □第３種規制地域

□信号機２０ｍ以内 □大淀川地区 □宮崎駅東通り地区

□宮崎駅東通り地区

表示（設置）期間
年 月 日から

年 月 日まで
他の関連手続

□道路占用 □工作物確認 □景観条例

□その他（ ）

管 理 者

住所：（〒 － ）

氏名： 電話：

資格：□屋外広告物法に規定する登録機関が行う試験に合格した者 □一級建築士 □二級建築士

表示（設置）

屋外広告業者

住所：（〒 － ）

氏名： 電話：

宮崎県屋外広告業登録番号：第 号 宮崎市屋外広告業届出番号：第 号

工事期間 年 月 日から 年 月 日まで
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様式第３号（第３条関係）

公共広告物同意書

宮 第 号

年 月 日

様

宮崎市長 印

年 月 日に協議のあった屋外広告物については、次のとおり同意します。

１ 同 意 番 号

２ 広 告 物 等 の 個 数

３ 広告物等の表示面積

４ 主 な 表 示 内 容

５ 表示（設置）場所

６ 地 域 区 分

７ 同 意 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

８ 備 考
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様式第４号（第１３条関係）

非営利広告物届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

届出者 氏名

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

宮崎市屋外広告物条例施行規則第１３条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

広 告 物 の 種 類

広 告 物 の 寸 法 縦 ． ｍ 横 ． ｍ 表示面積 ． ㎡

広告物の表示目的

広告物の表示内容

広 告 物 の 数 量

広表物の表示期間 年 月 日から 年 月 日まで

※ 表 示 責 任 者

住所

氏名

電話

備

考

１ 広告面又は見やすい箇所に表示者又は連絡先及び表示期間を明記してあること。

２ 表示内容等が分かる書類を添付すること。

３ ※の欄は届出者と同じ場合は、記入の必要なし。

）（
電話
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様式第６号（第１９条関係）

屋外広告物安全点検報告書

年 月 日

宮崎市長 殿

報告者 住 所

氏 名

電話番号

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称、電話番号及び代表者の氏名

屋外広告物の点検結果について、宮崎市屋外広告物条例施行規則第19条の規定により、次のとおり報告

します。

注意事項 「改善の概要」の欄は、広告物等の種類により、該当する点検箇所・点検項目がない場合は、

斜線を引いてください。

広告物等の種類

設置場所

設置年月日 年 月 日 点検年月日 年 月 日

点検者（管理者）

氏 名

住 所

電話番号

資格名称 屋外広告士 ・ 一級建築士 ・ 二級建築士

点検
箇所

点検項目
異常の

有・無
改善の概要

基
礎
部
・

上
部
構
造

１ 上部構造全体の傾斜、ぐらつき 有 無

２ 基礎のクラック、支柱と根巻きとの隙間、支柱ぐらつき 有 無

３ 鉄骨のさび発生、塗装の老朽化 有 無

支
持
部

１ 鉄骨接合部（溶接部・プレート）の腐食、変形、隙間 有 無

２ 鉄骨接合部（ボルト・ナット・ビス）のゆるみ、欠落 有 無

取
付
部

１ アンカーボルト・取付部プレートの腐食、変形 有 無

２ 溶接部の劣化、コーキングの劣化等 有 無

３ 取付対象部（柱・壁・スラブ）・取付部周辺の異常 有 無

広
告
板

１ 表示面板・切り文字等の腐食、破損、変形、ビス等の欠落 有 無

２ 側板、表示面板押さえの腐食、破損、ねじれ、変形、欠損 有 無

３ 広告板底部の腐食、水抜き孔の詰まり 有 無

照
明
装
置

１ 照明装置の不点灯、不発光 有 無

２ 照明装置の取付部の破損、変形、さび、漏水 有 無

３ 周辺機器の劣化、破損 有 無

そ
の
他

１ 附属部材（装飾・振れ止め棒・鳥よけ・その他付属品）の

腐食、破損
有 無

２ 避雷針の腐食、損傷 有 無

３ その他点検した事項（ ） 有 無
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様式第７号（第２１条関係）

屋外広告物許可書

宮 指令第 号

年 月 日

様

宮崎市長 印

年 月 日に申請のあった屋外広告物については、次のとおり許可します。

（教示）１ この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、宮崎市長に対して審査請求をすることができます。

２ この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に、宮崎市（訴訟において宮崎市を代表する者は宮崎市長となります。）を被告とし

て提起しなければなりません。ただし、処分の日から１年を経過したときは、処分の取消

しの訴えを提起することはできません。

なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をし

た場合は、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６か月以内に提起しなければなりません。

１ 許 可 番 号

２ 広 告 物 等 の 個 数

３ 広告物等の表示面積

４ 表示（設置）場所

５ 地 域 区 分

６ 許 可 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

７ 手 数 料

８ 許 可 条 件
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様式第８号（第２２条関係）

屋 外 広 告 物 除 却 届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

届出者 氏名

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

宮崎市屋外広告物条例第１７条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

許可年月日

及び番号

年 月 日 第 号

許可期間 年 月 日から 年 月 日まで

表示(設置)

場 所

宮崎市

種 類 数 量

枚

箇

除却年月日 年 月 日

※設置者の

住所・氏名

住所

氏名

電話

管理者の

住所・氏名

住所

氏名

電話

備

考
※印の欄は、届出者と同じ場合は、記入の必要なし。

）（
電話
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様式第８号の２（第２３条の２関係）

保管広告物等一覧簿

整

理

番

号

保管した広告物等

除却した場所
除却した年

月日

保管を始め

た年月日
保管の場所 備考

名称又は種類 数量
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様式第８号の３（第２３条の４関係）

広 告 物 等 受 領 書

年 月 日

宮崎市長 殿

住 所

受領者（電話番号 ）（郵便番号 ）

氏 名

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

下記のとおり広告物等（現金）の返還を受けました。

返還を受けた日時 年 月 日

返還を受けた場所

返
還
を
受
け
た
広
告
物
等

整 理 番 号

名称又は種類

数 量

（返還を受けた金額）

（ ）
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様式第９号（第２６条関係）

屋 外広 告物 管理 者届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

届出者 氏名

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

宮崎市屋外広告物条例第２３条第１項（※新規・変更）の規定により、次のとおり届け出ます。

許可期間 年 月 日から 年 月 日まで

表示(設置)

場 所

宮崎市

種 類 数 量

管理者の

住所・氏名

住所

氏名

電話

※管理者の

資 格

屋外広告物法に規定する登録試験機関が行う試験に合格した者 ・ 一級建築士 ・

二級建築士

備

考

自家用 ・ その他 （許可番号）

－ －資格要 ・ 資格不要

１ 項目の選択が必要な欄は、該当するものを○で囲むこと。

２ ※印の欄は、堅固な広告物等以外の場合は、記入の必要なし。

３ 堅固な広告物等の場合は、管理者の資格を証する書類を添付すること。

（ ）
電話
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様式第１０号（第２６条関係）

屋外広告物表示者等変更届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

届出者 氏名

電話

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

宮崎市屋外広告物条例第２３条（第２項・第４項）の規定により、次のとおり届け出ます。

許可年月日

及び番号
年 月 日 第 号

許可期間 年 月 日から 年 月 日まで

表示(設置)
場 所

宮崎市

種 類 数 量
枚

箇

変更年月日 年 月 日

変更事項

１ 表示（設置）者の変更

２ 表示（設置）者の氏名又は住所の変更

３ 管理者の氏名又は住所の変更

変更前の

住所・氏名

住所 （電話番号 ）

氏名

変更後の

住所・氏名

住所 （電話番号 ）

氏名

※管理者の

資 格

屋外広告物法に規定する登録試験機関が行う試験に合格した者 ・ 一級建築士 ・

二級建築士

備

考

１ 項目の選択が必要な欄は、該当するものを○で囲むこと。

２ ※印の欄は、堅固な広告物等以外の場合は、記入の必要なし。

３ 堅固な広告物等の場合は、管理者の資格を証する書類を添付すること。

（ ）
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様式第１１号（第２６条関係）

屋 外 広 告 物 滅 失 届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

届出者 氏名

電話

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

宮崎市屋外広告物条例第２３条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。

許可年月日

及び番号
年 月 日 第 号

許可期間 年 月 日から 年 月 日まで

表示(設置)
場 所

宮崎市

種 類 数 量

枚

箇

滅失年月日 年 月 日

※設置者の

住所・氏名

住所

氏名

電話

管理者の

住所・氏名

住所

氏名

電話

備

考
※印の欄は、届出者と同じ場合は、記入の必要なし。

）（
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様式第１１号の２（第２７条の３関係）

広告景観協定地区（変更）指定申請書

年 月 日

宮崎市長 殿

（郵便番号 － ）

住所

申請者 氏名

（代表者）電話

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

広告景観協定地区（変更）の指定を受けたいので、宮崎市屋外広告物条例第 26条の２の規定に
より、次のとおり申請します。

備考

１ 広告景観協定（景観まちづくり協定）の協定書の写しを添付すること。

２ 景観まちづくり協定の有効期間については、認定の有効期間を記載すること。

協
定
の
概
要

協 定 の 名 称

広告物等の基準の概要

協 定 区 域 の 面 積 ㎡

協 定 の 有 効 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

区
域
の
概
要

都市計画区域等の区分

□ 都市計画区域

（市街化区域・市街化調整区域・区域区分なし）

□ 都市計画区域外

地 域 地 区

（ 用 途 地 域 等 ）

土地の所有者等の人数
人

（うち、協定を締結した者の人数 人）

協定の変更の場合は、

当 該 変 更 の 内 容



5-16

様式第１１号の３（第２７条の３関係）

広告景観協定地区指定廃止申請書

年 月 日

宮崎市長 殿

（郵便番号 － ）

住所

申請者 氏名

（代表者）電話

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

広告景観協定（景観まちづくり協定）を廃止したので、宮崎市屋外広告物条例施行規則第２７条

の３第５項の規定により、次のとおり申請します。

協 定 の 名 称

廃 止 年 月 日 年 月 日

廃 止 し た 理 由
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様式第 12号（第 28条関係）
（表）

屋外広告業登録申請書

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

申請者 氏名

電話

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

屋外広告業者の登録を受けたいので、宮崎市屋外広告物条例第２７条第１項又は第３項の規定によ

り、次のとおり申請します。

登録の種類
新規

更新

※登録番号 宮崎市屋外広告業登録第 号

※登録年月日 年 月 日

（ふりがな）

氏 名
及び生年月日

法人にあっては名
称、代表者の氏名
及び生年月日

生年月日 年 月 日 法人・個人の別 １ 法人 ２ 個人

住 所

（郵便番号 ） （電話番号 ）

１ 宮崎市の

区域内にお

いて営業を

行う営業所

の名称及び

所在地

営業所の名称 営業所の所在地、郵便番号及び電話番号

）（
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（裏）

２ 業務主任

者の氏名及

び所属する

営業所

所属営業所 氏 名 摘 要

３ 法人であ

る場合の役

員（業務を執

行する社員、

取締役、執行

役又はこれ

らに準ずる

者）の職氏名

職
（ ふ り が な ）

氏 名

４ 未成年者

である場合

の法定代理

人の氏名及

び住所

（ ふ り が な ）

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住 所

（郵便番号 ） （電話番号 ）

５ 他の地方

公共団体に

おける登録

番号

登録を受けた

地方公共団体名
登録年月日 登録番号

備

考

１ ※印のある欄は、初回登録の場合、記入しないこと。

２ 「新規 更新」及び「法人・個人の別」については、いずれか該当する方に丸印を付すこと。

３ この申請書の各欄に記入できないものは、別紙とすること。
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様式第13号（第28条の３関係）

誓約書

年 月 日

登録申請者、その役員及び法定代理人は、条例第２７条の４第１項各号に該当しない者である

ことを誓約します。

登録申請者 氏 名

宮 崎 市 長 殿
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様式第14号（第28条の３関係）

法人の役員

登録申請者 本 人 の略歴書

法定代理人

備 考

法人の役員

１ 本 人 については、不要のものを消すこと。

法定代理人

２ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。

３ 「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

現住所
（郵便番号 ）（電話番号 ）

（ ふ り が な ）

商号、名称又は氏名
生年月日 年 月 日

略

歴

期 間 職 務 内 容 又 は 業 務 内 容

賞

罰

年 月 日 賞 罰 の 内 容

上記のとおり相違ありません。

年 月 日

氏名
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様式第 15号（第 28条の 4関係）

屋外広告業者登録簿

登録番号 登録年月日 登録の種類

登
録
者

法人・個人の別

【個人である場合】

氏名 生年月日

住所

郵便番号 電話番号

【法人である場合】※役員が複数いる場合は 2人目以下を省略しています。

商号、名称

住所

郵便番号 電話番号

代
表
者

役職

氏名 生年月日

役
員

役職

氏名

【未成年者である場合】

法定代理人の氏名 生年月日

住所

郵便番号 電話番号

営
業
所

営業所の名称

営業所の所在地

郵便番号 電話番号

業務主任者の氏名

業務主任者の資格
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様式第 15号の２（第 28条の９関係）

屋外広告業登録事項変更届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

住 所

氏 名

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

登録事項に変更があったので、宮崎市屋外広告物条例第２７条の５第１項の規定により、次のとお

り届け出ます。

備考 「法人・個人の別」については、いずれか該当する方に丸印を付すこと。

登 録 番 号 宮崎市屋外広告業登録第 号

登 録 年 月 日 年 月 日

（ふりがな）

氏 名
及び生年月日
法人にあっては名
称、代表者の氏名
及び生年月日 生年月日 年 月 日 法人・個人の別 １ 法人 ２ 個人

住 所

（郵便番号 ） （電話番号 ）

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日
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様式第 15号の３（第 28条の 10関係）

屋外広告業廃止等届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

届出者 氏名

（電話番号 ）

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

屋外広告業の廃止等について、宮崎市屋外広告物条例第２７条の７第１項の規定により、次のとお

り届け出ます。

営 業 所 の 名 称

営 業 所 の 所 在 地

屋 外 広 告 業

登 録 番 号

屋 外 広 告 業

登 録 年 月 日

屋 外 広 告 業

廃 止 等 年 月 日

屋 外 広 告 業

廃 止 等 の 理 由

※ 登 録 簿 抹 消

年 月 日

担当者印

備 考 ※印のある欄は、記入しないこと。
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様式第１６号（第２９条関係）

屋外広告物講習会受講申込書

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

申込者氏名

宮崎市屋外広告物条例第２８条第１項に規定する講習会を受講したいので、次のとおり申し込みます。

氏 名

生年月日 年 月 日生

性 別 男 女

住 所

郵便番号 －

住 所

電話番号

勤務先の名称

及び代表者名

並びに所在地

名 称 代表者名

所在地

最終学歴及び

経 験 年 数

最終学校・学科名 経験

年数卒業（中退）年月日

写 真 貼 付 欄 ※手 数 料 確 認 欄

（写真）

・上半身正面脱帽

・最近６ヶ月以内のもの

・縦 ５㎝

・横 ４㎝

※講習会受講票発送

年 月 日

担当者印

備

考
※印の欄は、記入しないこと。
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様式第１７号（第２９条関係）

第 号

屋外広告物講習会修了証書

住 所

氏 名

年 月 日生

上記の者は、宮崎市屋外広告物条例第２８条第１項に規定する講習会を修了したことを証する。

年 月 日

宮崎市長 □印
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様式第１８号（第３１条関係）

講習会修了者同等認定申請書

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

申請者 氏名

電話

宮崎市屋外広告物条例第２９条第１項第３号の規定による認定を受けたいので、次のとおり申請します。

従 事 し た

屋外広告業を

営 む 者 の

営業所の名称

及 び 所 在 地

（名称） （名称） （名称）

（所在地） （所在地） （所在地）

上 記 の

営 業 所 に

おける責任者

としての職名

上 記 の 職 に

あ っ た 年 数

認定の申請前

５ 年 以 内 の

屋外広告物に

関 す る 法 令

違 反 の 有 無

有 ・ 無

宮崎市屋外広告物条例施行規則第３２条第２項各号に該当することを証明する書類を添付する

こと。

備

考
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様式第１９号（第３２条関係）

第 号

講 習 会 修 了 者 同 等 認 定 書

住 所

氏 名

年 月 日生

上記の者は、宮崎市屋外広告物条例第２９条第１項第３号に規定する

講習会の課程を修了した者と同等以上の知識を有する者と認定する。

年 月 日

宮 崎 市 長 印
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様式第１９号の２（第３３条関係）

屋 外 広 告 業 者 登 録 票

商号、名称又は氏名
25

法人である場合の

代表者の氏名

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上

登録番号

登録年月日

この営業所に置かれてい

る業務主任者の氏名

35センチメートル以上
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様式第１９号の３（第３３条の２関係）

注 文 者 の

氏 名 又 は 名 称

注 文 者 の 住 所
（電話番号 ）

広告物等の表示又

は設置の場所

表 示 又 は 設 置

し た 広 告 物 等
名称又は種類 数量

当 該 表 示 又 は

設 置 の 年 月 日
年 月 日

請 負 金 額
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様式第１９号の４（第３３条の３関係）

屋外広告業者監督処分簿

登録

番号
登録年月日

登録の

種 類

法人・個

人の別
住 所

新規

更新

法人

個人 （郵便番号 ）（電話番号 ）

営業所の名称 営業所の所在地 業務主任者の氏名

（郵便番号 ）（電話番号 ）

法人である場合 未成年である場合

代表者の氏名 生年月日 役員の氏名 役職
法定代理

人の氏名
住 所

（郵便番号 ）（電話番号 ）

処分の年月日 年 月 日

処分の内容
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様式第 19号の５（第 33条の４関係）

（表）

特例屋外広告業届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

申請者 氏名

電話

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

宮崎市屋外広告物条例第３０条の４第３項の規定により、次のとおり届け出ます。

※届出番号 宮崎市特例屋外広告業届出第 号

※届出年月日 年 月 日

（ふりがな）

氏 名
及び生年月日

法人にあっては名
称、代表者の氏名
及び生年月日

生年月日 年 月 日 法人・個人の別 １ 法人 ２ 個人

住 所

（郵便番号 ） （電話番号 ）

１ 宮崎市の

区 域 内 に

お い て 営

業 を 行 う

営 業 所 の

名 称 及 び

所在地

営業所の名称 営業所の所在地、郵便番号及び電話番号

（郵便番号 ） （電話番号 ）

（ ）
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（裏）

２ 業務主任

者の氏名及

び所属する

営業所

所属営業所 氏 名 摘 要

３ 宮崎県屋

外広告物条

例第３３条

に係る事項

登録番号 登録年月日

４ 他の地方

公共団体（宮

崎 県 を 除

く。）におけ

る登録番号

登録を受けた

地方公共団体名
登録年月日 登録番号

備

考

１ ※印のある欄には記入しないこと。

２ 「法人・個人の別」については、いずれか該当する方に丸印を付すこと。
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様式第 19号の６（第 33条の４関係）

特例屋外広告業届出事項変更届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

届出者 氏名

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

宮崎市屋外広告物条例第３０条の４第３項の規定により、次のとおり届け出ます。

備考 「法人・個人」については、いずれか該当する方に丸印を付すこと。

届出番号 宮崎市特例屋外広告業届出 第 号

届出年月日 年 月 日

（ふりがな）

氏 名
及び生年月日

法人にあっては名
称、代表者の氏名
及び生年月日

生年月日 年 月 日 法人・個人の別 １ 法人 ２ 個人

住 所

（郵便番号 ） （電話番号 ）

宮崎県屋外広告物条

例第３３条の登録に

係る事項

登録番号 登録年月日

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日

（ ）
電話
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様式第 19号の７（第 33条の４関係）

特例屋外広告業廃止届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

（郵便番号 － ）

住所

申請者 氏名

（電話番号 ）

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、

電話番号及び郵便番号並びに代表者の氏名

特例屋外広告業の廃止について、宮崎市屋外広告物条例第３０条の４第３項の規定により、次のと

おり届け出ます。

営 業 所 の 名 称

営 業 所 の 所 在 地

特 例 屋 外 広 告 業

登 録 番 号

特 例 屋 外 広 告 業

届 出 年 月 日

特 例 屋 外 広 告 業

廃 止 年 月 日

特 例 屋 外 広 告 業

廃 止 の 理 由
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様式第２０号（第３４条関係）

（表）

（裏）

身 分 証 明 書

第 号

所 属

職氏名

年 月 日生

上記の者は、宮崎市屋外広告物条例第３６条第３項に規定する立入検査をする職

員であることを証明する。

宮崎市長 □印

宮崎市屋外広告物条例抜粋
（立入検査等）
第３６条 市長は、この条例の規定を施行するため必要な限度において、広告物等
を表示し、若しくは設置する者又は当該広告物等を管理する者から報告若しくは
資料の提出を求め、又はその命じた者に広告物等の存する土地若しくは建物に立
ち入り、広告物等を検査させることができる。
２ 市長は、宮崎市の区域内で屋外広告業を営む者に対して、特に必要がある
と認めるときは、その営業につき、必要な報告をさせ、又はその職員をして
営業所その他営業に関係のある場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を
検査し、若しくは関係者に質問させることができる。
３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯
し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。
４ 第１項及び第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認め
られたものと解してはならない。


